様式第２－１
令和　　年　　月　　日

  　　　　　　　　　　殿

山梨県知事　　　　　　　　　　
令和　　年度　やまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）交付決定通知書
　令和　　年　　月　　日付けで申請のあった、やまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）については、やまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）交付要綱第６条の規定により、次のとおり交付することと決定したので通知します。

１　補助金の交付対象となる事業及びその内容は、令和　　年　　月　　日付けで申請のあった、やまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）交付申請書の記載のとおりとする。

２　補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。

　　ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとする。

　　　補助事業に要する経費　　　金　  　　　　　　　　　　円

　　　補助金の額　　　金　  　　　　　　　　　　円

３　補助事業に要する経費の配分及び配分された経費に対応する補助金の額は、次のとおりとする。

　　  　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　（単位：円）
	費目
	補助事業に要する経費
	補助金の額
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４　補助事業の経費の配分又は事業計画の内容の変更をしようとするときは、変更申請書（様式第３）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。
ただし、次の各号に定める場合を除く。

一　補助対象経費の各費目相互間において、いずれか低い額の２０％以内の経費の配分の変更である場合

二　軽微な事業計画の変更である場合

５　補助事業を中止又は廃止しようとするときは、中止（廃止）承認申請書（様式第４）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。
６　次のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消す場合がある。
（１）補助金を他の目的に使用し又は補助金の内容、条件、その他の法令若しくはこれに基づく処分に違反したとき。
（２）虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。
（３）山梨県補助金等交付規則、やまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）交付要綱に違反する行為があったとき。
（４）補助事業終了までに県内に本店、製造拠点若しくは研究開発拠点等を設けなかったとき。
（５）上記のほか、交付金を交付することが不適当であると知事が認めたとき。

また、補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助金が交付されているときは、その補助金を返還させる。

７　補助事業により取得し又は効用が増加した財産を他の用途に使用し、他の者に貸付け若しくは譲渡し、他の物件と交換し又は債務の担保に供しようとするときは、知事の承　　認を受けなければならない。

８　補助事業者は、山梨県補助金等交付規則、交付要綱及び交付要領に従わなければならない。
９　補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき又は補助事業の遂行が困難になったときは、速やかにやまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）補助事業遅延報告書（様式第５）を知事に提出し、その指示を受けなければならない。
１０　補助事業者は、知事の指定する日における補助事業の遂行状況について、当該指定する日から起算して１ヶ月を経過した日までに、やまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）事業遂行状況報告書（様式第６）を、知事に提出しなければならない。
　　　また、補助事業者のうち、やまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）交付要綱第４条第１項第１号に掲げる研究開発を行う者にあっては、事業期間内の各年度末において、当該年度の進行状況について翌年度４月１０日までに、やまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）年度終了実績報告書（様式第６―１）を、知事に提出しなければならない。
１１　補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき又は補助事業の遂行が困難になったときは、速やかにやまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）補助事業遅延報告書（様式第５）を知事に提出し、その指示を受けなければならない。
１２　補助事業終了後５年間において、県内の本店、製造拠点又は研究開発拠点等を休止又は廃止しようとする場合、休止等の事前報告書（様式第１０）により知事に報告しなくてはならない。
　　　上記の場合、既に補助金が交付されているときは、補助金の全部又は一部の返還を命ずる場合がある。
１３　補助事業者は、補助事業の成果を企業化するよう努めるとともに、補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間、毎会計年度終了後３０日以内に当該補助事業に係る過去１年間の企業化状況等について、企業化状況報告書（様式第１２）を知事に提出しなければならず、その報告の証拠となる書類を、当該報告に係る会計年度の終了後３年間保存しなければならない。
　
１４　補助事業者は、補助事業に基づく発明、考案等に関して、特許権、実用新案権、意匠権又は著作権等（以下「産業財産権等」という。）を補助事業年度又は補助事業年度の終了後５年以内に出願若しくは取得した場合又はそれらを譲渡し、若しくは実施権を設定した場合には、遅滞なく産業財産権等届出書（様式第１３）を知事に提出しなければならない。
１５　補助事業に係る帳簿及び証拠書類は、補助事業終了後の翌年度から起算して５年間、整備保管しておかなければならない。

様式第２－２
令和　　年　　月　　日

  　　　　　　　　　　殿

山梨県知事　　　　　　　　　　
令和　　年度　やまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）不交付決定通知書
　令和　　年　　月　　日付けで申請のあった、やまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）については、やまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）交付要綱第６条の規定により、次のとおり不交付と決定したので通知します。 
